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第１ 雇用・就業をめぐる東京の現状 

現状１ 少子高齢化が進展する東京 

東京の人口は約１，３１６万人（平成２２年）と、全国の１割強を占める。人

口動向をみると、平成３２年までは増加を続けるが、その後は、１５歳未満人口

が大幅に減ることで減少に転じ、平成４７年には約１，２７８万人になると予想

される。 

東京都の合計特殊出生率 ※ は、長期的に人口を安定して維持できる水準（２．

０７）を大きく下回っており、１５歳未満人口及び生産年齢人口（１５歳～６４

歳人口）は、平成２２年を境に将来的に減少が進んでいくと見込まれる。 

一方で、６５歳以上の高齢者人口は、人口減少を迎える平成３２年以降も増加

する見込みである。平成２２年の高齢者人口が総人口に占める割合（高齢化率）

は２０．４％と５人に１人が６５歳以上という現状にあるが、平成３２年には約

４人に１人、平成４７年には約３．５人に１人まで進むと予想される。 
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※ 合計特殊出生率：15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、1 人の女性がその年

齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。  

人口の推移と高齢化率（東京）  

注    実 績 には年 齢 不 詳 が含 まれることや四 捨 五 入 により内 訳 の合 計 値 と一 致 しない場 合 がある。  

資 料  東 京 都 「２０２０年 の東 京 」  
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少子高齢化の進展による影響として、生産年齢人口が減少していくこととあい

まって、産業を支える労働力の減少が考えられる。 

このため、企業等において若年者や女性、高年齢者の活用を進めるとともに、

これらの者の就業を基本とした社会参加を促進し、社会の「支え手」を増やすこ

とが期待される。このことは、社会経済を活力ある豊かなものにしていくことに

もつながるものである。 

 

若年者については、職業的自立が求められるものの大学卒業後も進路が決まら

ず、職に就いていない若年者の割合が高いなどの状況がみられる。 

女性の就業率は、先進諸国と比べ低い状況にある。また、未だ、いわゆる「Ｍ

字カーブ※」の形状を示しており、Ｍ字の底は年々上昇しているものの依然とし

て落ち込みがみられる。 

高年齢者については、年金支給開始年齢が６５歳に段階的に引き上げられる中、

継続雇用制度の対象者が原則希望者全員に義務化されるなど、平成２５年度から

65 歳までの雇用確保措置※の充実が予定されている。また、65 歳を超える高齢

者の中には、経済的な理由だけでなく、健康や生きがい、社会参加など充実した

高齢期の生活を送るために働くことを希望する者もあり、高齢化の進展に伴い、

こうしたニーズの拡大が見込まれる。 

 

また、少子高齢化の進展による影響として、人口減少を迎える中で、消費需要

を中心とする国内市場の縮小による経済の活力低下も懸念される。 

その一方で、高齢者人口の増加に伴い高齢者市場の拡大が見込まれるなど、消

費市場の中には、有望な市場の存在も考えられ、経済の活性化を図るには、生産

性の向上と成長が期待される分野に関連する産業の育成が求められる。 

 

労働者側に眼を転じると、団塊ジュニア世代※といった企業を支える中心的な

世代層の親が高齢期を迎え、今後は介護を必要とする場合も考えられる。現状で

は、介護休業制度がほとんど利用されていない実態があるが、高齢化が進展する

中、仕事との両立に対するニーズが高まることが見込まれる。 

                                                        
※ Ｍ字カーブ：15 歳以上の女性の労働人口比率を年齢階層別にグラフ化したとき、30 歳代を谷とし 20

歳代後半、40 歳代後半が山になるＭ字の曲線のこと。結婚や出産を機に労働市場から退出し、子

育てが一段落すると再び労働市場に参入する女性が多いことを表している。   
※ 雇用確保措置：高年齢者等の雇用の安定等に関する法律により、平成 20 年 4 月 1 日以降、高年齢者

の安定した雇用を確保するため、事業主に対して①定年の引上げ、②継続雇用制度の導入, ③定年

の定めの廃止のいずれかの措置を講じることが義務づけられている。  
※ 団塊ジュニア世代：昭和 46 年～49 年の第二次ベビーブーム期に生まれた世代。  
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現状２ 厳しさが続く若年者の就業環境 

若年者の完全失業率は、全体に比べ、相対的に高い水準で推移しており、若年

者の就職は厳しい状況が続いている。 

また、若年層のパート・アルバイト及びその希望者の数は平成２１年から再び

増加に転じ※、また大学卒業者のうち一時的な仕事についた者など就職も進学も

していない者の割合は、平成２２年以降、高くなっている※。 

 若年者については、進学も就職もしなかった場合、その後も十分な就業機会や

職業能力開発の機会に恵まれず、不安定な状態から抜け出しにくくなることが懸

念される。このことは、若年者本人にとって社会的にも経済的にも自立が困難と

なるだけでなく、所得格差の拡大や若年層の未婚率の増加につながるなど、社会

全体からみても社会保障や次世代育成など様々な面での損失が大きい。また、こ

うした状態のまま若年者が中高年層へ移行した場合、就業支援の困難さが増すと

されている。 
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◆ 新規学卒者等の厳しい就職環境 

大学等進学率は５３．９％ ※ と過半数を超え上昇傾向にある中で、東京には、

約７３万人もの学生が在学しているが、学生の就職環境は厳しい状況にある。 
                                                        
※  平成２１年から再び増加に転じ：総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」によると、全国の若年層

（15 歳から 34 歳まで）のパート・アルバイト及びその希望者（いわゆるフリーター）の数は、平

成 19 年で 181 万人、平成 20 年で 170 万人、平成 21 年で 178 万人、平成 22 年で 183 万人。   
※  平成２２年以降、高くなっている:  文部科学省「学校基本調査」によると、全国の大学卒業者のうち、

一時的な仕事に就いた者など、就職も進学もしていない者の割合は、平成 20 年で 12.8%、平成 21

年で 14.5%、平成 22 年で 19.7%、平成 23 年で 19.4%。  
※  ５３．９％：文部科学省「学校基本調査」によると、平成 23 年度の全国の高等学校（全日制課程・

定時制課程）卒業者数 1,061,564 人のうち、大学等進学者数は 571,797 人。  

若年完全失業率の推移（東京）  

資 料  東 京 都 総 務 局 「東 京 の労 働 力 」  
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大学生の就職を巡っては、優秀な人材の確保に意欲的な中小企業からの求人が

あるにもかかわらず、就職先として学生側の大企業志向が依然として強いため、

就職に至らないという傾向にある。反面、採用面接を行ったものの求める人材が

少なかったため採用数を減らした中小企業もあり、学生側の職業的自立意識の希

薄さやコミュニケーション能力といった社会人基礎力の不足が指摘されている。 

さらに、就職活動でのインターネット等の活用が進むなかで、中小企業側の情

報発信力が弱いことなどから知名度の高い企業に応募が集中するなど、学生側に

とって適切な中小企業の情報が得られにくいといった課題もある。 

高校生についても職業的自立意識の形成が十分に進んでいないといった指摘

もある。高等学校中途退学者は、近年減少しているが、中途退学後も学校等への

編・再入学や就職等といった進路を選択しない者も少なくなく、パートやアルバ

イト、無業者の状態に留まることが懸念される。 

 

◆ 若年者の早期離職 

厳しい就職環境にあっても、新規学卒者が卒業後、早期に離職する割合は依 

然として高い状況にある。しかしながら、こうした若年者が希望する雇用形態で

再就職することは難しくなっており、不安定な就労を続けることも懸念される。 

若年者の挙げる離職の理由としては、労働条件や仕事のストレスが多い。また、

長時間労働など企業での雇用管理の問題が指摘されているほか、職場での疑問や

悩みなどを相談・共有できる上司や先輩、同期入社などが少ないことによる職場

のコミュニケーション不足や、若年者が自身の成長を実感できないなど人材育成

体制の不十分さが問題とされている。 

 

◆ 正規雇用以外の雇用形態で働く若年者 

雇用形態の多様化が進む中にあって、若年層における正規雇用以外の形態で働

く者の占める割合は高い水準にある。 

とりわけ、正規雇用として働ける企業がなかったため、やむをえずそれ以外の

雇用形態を選択した若年者の割合が高くなっている。 

正規雇用以外の形態で働く者は正規労働者と比べ、企業内における職業能力を

高める機会に恵まれずキャリアが形成しにくいといわれている。 

こうしたことから、若年者の中には、安定した就業を求め、正規雇用を希望す

る者が多い。 
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現状３ 中小企業を中心に十分とはいえない障害者雇用 

東京の雇用障害者数は１３万５千人（平成２３年）で、障害部位別では身体障

害者が１１万人、知的障害者が２万人、精神障害者が０．５万人となっている。 

東京の民間企業の実雇用率は１.６１％※で、障害者の雇用の促進等に関する法

律※で定める法定雇用率※（１.８％）の水準を下回っているうえ、全国でみた実

雇用率の水準（１.６５％）をも下回っている。 

企業規模別でみると、１，０００人以上規模の企業平均では１．８３％と法定

雇用率を上回るが、３００人～９９９人規模の企業平均では１．４６％と達成し

ておらず、更に５６人～２９９人規模では０．９１％と大きく低迷している。 
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このような中で、法定雇用率が平成２５年度から０．２ポイント引き上げられ

                                                        
※ １．６１％：東京労働局「平成 23 年「障害者雇用状況」集計結果（平成 23 年 6 月 1 日現在）」によ

る、東京都内に本社を置く民間企業（56 人以上規模の企業）の実雇用率（都内に事業所があって

も本社が都外にある場合は、都内の事業所で雇用されている障害者の数は、本社がある道府県の雇

用障害者数として計上される）。実雇用率は、民間企業（56 人以上規模の企業）において、その

雇用している労働者に占める身体障害者、知的障害者及び精神障害者の割合。  
※ 障害者雇用の促進等に関する法律：障害者の雇用の促進と職業の安定を図ることを目的に、職業リハ

ビリテーションの促進や障害者雇用率制度、障害者雇用納付金制度等に関する事項などが規定され

ている。  
※ 法定雇用率：障害者雇用の促進等に関する法律に基づき義務づけられている、常時雇用する労働者数

に失業者数を加えた数に占める、身体障害者、知的障害者の常時雇用する労働者数と失業者数を加

えた数の割合。民間企業（56 人以上規模）における法定雇用率は１．８％。  

注    各 年 ６月 １日 現 在 。企 業 規 模 別 の値 は東 京 のもの。  

平 成 22年 ７月 に制 度 改 正 （短 時 間 労 働 者 の算 入 、除 外 率 の引 き下 げ等 ）があったため、平 成 23年 と

平 成 22年 までの数 値 を単 純 に比 較 することはできない。           

資 料  東 京 労 働 局 資 料  

民間企業における企業規模別障害者実雇用率の推移（東京、全国）  
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て２．０％になることが予定され、この変更に伴い、障害者を雇用しなければな

らない事業主の範囲が、常時雇用する労働者数が５６人以上から５０人以上に変

わることになっている。 

また、障害者雇用納付金制度※の適用対象となる事業主の範囲については、平

成２２年７月に常時雇用する労働者数が２００人を超え３００人以下の中小企

業事業主が対象になり、平成２７年４月からは１００人を超え２００人以下の中

小企業事業主も対象となる。 

さらに、このような障害者雇用の促進に向けた見直しが進むなかで、国におい

て精神障害者の雇用義務化※に関する検討が進められている。 

 

一方、平成２３年度に都内のハローワークを通じて就職した障害者の就職件数

は４，６０７件と過去最高となった。障害部位別でみると、身体障害者が４２．

１％、知的障害者２６．７％、精神障害者２９．８％、発達等その他の障害者１．

４％となっている。 

また、新規求職申込件数（平成２３年度）をみると、身体障害者が８，１２４

件（対２０年度比７．７％増）、知的障害者が２，８８５件（同１８．９％増）、

精神障害者が５，６８２件（同６４．５％増）となっている。特に、精神障害者

について大幅な伸びがみられ、就労を希望する精神障害者が増えてきていること

がうかがえる。 

このほか、発達障害者※といった身体障害者や知的障害者、精神障害者以外の

障害者の就業ニーズも拡大している。 

                                                        
※ 障害者雇用納付金制度:雇用障害者数が法定雇用率（1.8％）に満たない事業主から、雇用する障害者

が１人不足するごとに１月当たり５万円を徴収し、それを原資として、法定雇用率を超えて障害者

を雇用する事業主に対し、障害者雇用調整金（超過１人につき１月当たり２万７千円）や助成金等

を支給する制度。  
※ 精神障害者の雇用義務化：平成 24 年 6 月、厚生労働省の「障害者雇用促進制度における障害者の範

囲等の在り方に関する研究会」において、障害者雇用の促進等に関する法律における雇用義務の対

象について、身体障害者、知的障害者に加え精神障害者を加えることが適当とする報告がなされた。 
※ 発達障害者：発達障害者支援法においては、「自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、

学習障害、注意欠陥多動性障害、その他これに類する脳機能の障害であって、その症状が通常低年

齢において発現するもの」とされている。具体的には、対人関係の障害、コミュニケーションの障

害、限られた物事への関心・こだわり等の特徴が見られる。  
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現状４ 改善が求められる中小企業の雇用環境  

都内事業所の９９％を占める中小企業は、東京の多様な産業を支えるとともに、

雇用の機会を提供している。しかしながら、中小企業は、現下の厳しい雇用情勢

にあっても、求める人材や必要数を確保できないといった課題を抱えている。 

中小企業で働く魅力として、一人ひとりの役割が見えやすくやりがいを感じや

すいことや、経営者と従業員の距離が近く意思疎通や一体感の醸成が図りやすい

こと、オンリーワンやナンバーワンの製品やサービスに携われる可能性があるこ

となどがあげられるが、こうした魅力にもかかわらず、労働時間など労働条件が

あわず、就業先として敬遠される場合もある。 

こうした状況のなか、企業には従業員の適切な雇用環境の確保が必要であるが、

人材確保や職場定着を進めるうえでは、雇用環境の改善の取組が重要である。し

かしながら、雇用環境の改善は企業の成長の基盤となるといった取組の必要性が

企業に十分浸透していないという指摘もある。 

例えば、ワークライフバランスの取組に積極的な中小企業は、まだ少ない状況

にあるほか、職場におけるメンタルヘルス対策に取り組んでいる中小規模事業所

は約４分の１に留まっている。 

また、中小企業が長時間労働などの雇用環境の改善を進めていくにあたっては、

取引先等との関係などから、個々の企業の取組だけに任せることには限界がある

との指摘もある。 

 

職場における労使間のトラブルの状況をみると、労働相談情報センター※に寄

せられた相談件数は、近年、年間５万件を超えて推移している。相談の内容は雇

用管理の個別化が進むなかで複雑化しているが、その一方で、労働関係法令等や、

パワーハラスメント等職場の嫌がらせなどの雇用管理に関する基礎的な理解不

足に起因するトラブルも多くあり、コンプライアンス（法令遵守）に関する取組

が十分ではない企業もある。 

 

 

                                                        
※ 労働相談情報センター：労働相談をはじめ、労働に関する調査、各種セミナーの実施、資料の提供、

雇用環境整備支援などの業務を行う東京都の施設。  
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第２ 施策を構築するにあたっての視点 

第１で示した現状や課題、これまでの都の取組を踏まえ、社会ニーズの変化に

的確に対応するこれからの東京の雇用・就業施策を進めていくにあたっては、特

に、次の３つの視点から施策の構築や充実強化が図られるべきである。 

 

 
 

 

経済の先行きが極めて不透明である中、中小企業を取り巻く経営環境は依然と

して厳しい状況にある。 

こうした状況の中で、新たな雇用の場の創出や雇用機会の拡大を図っていくた

めには、東京の産業の牽引役として重要な役割を担う重点産業の育成や、我が国

の成長を支え、高い技術力・競争力を誇るものづくり産業の活性化など、産業振

興面からの取組も重要である。 

 

一方、企業が厳しい経営環境を克服し成長していくためには、新製品・新技術

の開発を支える基盤技術を担う人材や、社会・経済環境の変化や構造変化に伴う

新しい成長機会に柔軟に対応できる人材など、東京の産業を支える人材の育成・

確保も不可欠である。 

 

こうしたことから、雇用・就業施策を進めるにあたっては、産業振興施策と軌

を一にした事業展開を図ることが必要である。 

また、現状で示した雇用・就業を巡る課題の中には、企業側の取組を促進する

ことで解決につながるものも多いことから、求職者や従業員を対象にした施策の

推進とあわせて、企業側へのアプローチが効果的である。 

＜視点１＞  

産業振興施策と軌を一にした雇用・就業施策の推進を図る 
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雇用・就業施策を効果的に進めていくためには、様々な課題に的確に対応して

いくことが必要であるが、求職者や従業員が行政に求めるニーズは様々である。 

 

例えば、若年者については正規雇用の形態での就業を希望する者が多い一方で、

高年齢者については意欲や体力、家庭の事情等に応じて、多様な働き方を希望す

るなど、就業に対するニーズは様々である。 

また、雇用環境の改善を図るうえで従業員にとって「魅力ある」職場を考える

場合、従業員に共通する課題がある一方で、就職後間もない若年者と一定程度の

勤続年数を有するベテラン層、子育て期にある従業員では、求める雇用環境の内

容に異なる点があることなど、従業員を対象とした施策展開にあたっては、世代

やライフステージなどにも配慮することが求められる。 

なお、企業では、ひとつの職場の中で、様々な世代が働いているほか、多様な

形態での雇用が進んでいる場合も少なくないことから、それぞれの人材活用を効

果的に進めることも留意すべきである。 

更に、現状で示したとおり、高年齢者や障害者などの雇用・就業に関し、法令

等の見直しが行われており、このことに伴う労働者や中小企業のニーズの変化な

どについても的確に対応していくことが必要である。 

 

こうしたことから、求職者や従業員、中小企業の様々な状況等に応じたきめ細

かな支援策を構ずることも必要である。 

また、様々な支援策が効果的に活用されるためには、行政の相談機能や情報発

信機能を充実することにより、都民が適切なメニューを選択し、的確な支援を受

けられるようにすることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

＜視点２＞  

求職者や従業員、中小企業の状況に応じたきめ細かな対応を図る 
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若年者や高年齢者の就業支援や障害者の雇用促進、雇用環境の改善など雇用・

就業に係わる取組については、教育機関や中小企業団体、地域の就労支援機関等、

様々な機関や団体が、それぞれの立場から重要な役割を担っている。 

 

例えば、学生や生徒の就職活動にあたっては、就職支援に直接携わる教育機関

の役割が大きい。また、中小企業団体や業界団体は、加入企業に対し、研修や情

報の提供など様々な取組を行っている。障害者の就労支援では、障害者就業・生

活支援センター※等の就労支援機関が、高年齢者の就業支援では、アクティブシ

ニア就業支援センター ※ やシルバー人材センター ※ が地域での取組を進めている。 

  

都は、こうした教育機関や中小企業団体等との連携を強化することで、これま

で以上に効果的な施策の展開が可能となる。 

 

また、これらの機関や団体等は、それぞれの立場で取組を進めているが、就職

支援に関するノウハウの不足や、他の機関や団体等との連携が図れる仕組みづく

りが十分できていないといった課題も見受けられる。こうしたことから、都には、

各機関や団体等の主体的な取組がより効果的に進められるよう支援を行うこと

も期待される。 

 

 

 

                                                        
※ 障害者就業・生活支援センター：「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づいて設置された、障

害者の職業生活における自立を図るために就業及びこれに伴う日常生活支援を行う、公益法人や社

会福祉法人、ＮＰＯなどが運営する施設。  
※ アクティブシニア就業支援センター:  区市町村が、地域の高齢者（概ね 55 歳以上）に対する就業相

談や就業情報の提供、あっせんを行なうとともに、ＮＰＯや創業等の多様な働き方に関する情報提

供を行なうための施設。現在都内に 14 センター設置されている。  
※ シルバー人材センター:働く意欲をもつ健康な高齢者が、その経験・能力・希望を生かし、相互協力

のもとに働く機会を確保することにより、高齢者の生活感の充実、健康の保持、ひいては地域社会

の発展に寄与し、その経済的、社会的地位の向上を図ることを目的とする組織。現在都内に 58 セ

ンター設置されている。  

＜視点３＞  

教育機関や中小企業団体等との連携を強化し、施策の効果を高める 
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 第３ 東京の雇用・就業を推進させる施策 

第１で示した現状を踏まえ、次の４つの方向性のもと、これからの東京の雇

用・就業を推進させる施策を提言する。 

 

 

 

 

 

＜基本的な考え方＞ 

（中小企業の労働力確保や人材育成の推進） 

生産年齢人口の減少とあいまって産業を支える労働力の減少が見込まれる

なか、企業での高年齢者や女性、若年者の活用を進めるとともに、労働者一人

ひとりの生産性を高めることが重要である。 

特に、多くの雇用の受皿となる中小企業に、こうした取組が積極的になされ

ることが期待される。しかしこれら中小企業にあっては、人材の育成・確保や

雇用管理を進めるうえで時間的・経済的余裕がないことや、ノウハウが不足し

ているケースが少なくない。このため、企業における主体的な取組を促進する

観点から、中小企業に対する支援を通じて、高年齢者と女性等の活用や人材育

成を進め、社会の「支え手」を増やしていく。 

 

高年齢者の活用にあたっては、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律の改

正により、企業では平成２５年度から６５歳までの雇用確保措置の充実が予定

されているが、企業が生産性の向上や質の高い継続雇用を実現していくため、

定年等を見据えた早い段階からの対策も含めた支援を実施する。 

また、転職等を希望する者の職業能力開発を支援することにより、高年齢者

の活用を図ろうとする企業の人材確保につなげる。 

女性の活用を進めるにあたっては、その保有する能力を十分発揮できる職場

環境の整備が重要であることから、仕事と育児の両立に向けた企業の取組等を

支援する。 

若年者の活用にあたっては、企業がその事業展開に必要な人材を確保し、育

成していくことが重要である。このため、中小企業の魅力を若年者に伝えるこ

とにより、若年者の興味を喚起するなど、中小企業における人材確保や技能の

継承を支援する。 

方向性Ⅰ 少子高齢化が進展する中、社会の「支え手」を増やし、

活力ある経済社会を築く 
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なお、高年齢者の雇用の促進が若年者の雇用機会の喪失に繋がるとする見

方もあるが、高年齢者や若年者の活用を進めていくうえでは、例えば、若年

者の環境変化への「適応力」や新しい要素を取り入れる「柔軟性」、高年齢

者の培ってきた「経験」や「知識や技能」など、それぞれの長所を企業活動

に活かしていくことが望まれる。 

 また、企業では多様な雇用形態で人材が活用されているが、こうした人材

がその保有する能力を十分発揮していくためには、職務内容や責任の度合い

など働き方に応じた公正な処遇がなされることが重要であることから、処遇

の確保に関する企業の取組を支援することも必要である。 

 

人口減少に伴う消費の縮小や国際競争の激化などにより懸念される経済

の活力低下に対しては、国内需要の喚起が必要であり、中でも、増加する高

齢者の消費需要を取り込むことが、経済の活性化を図るうえで重要である。

高齢者市場の拡大に対応する、健康や福祉等に関する産業の育成は、産業

が成長することで新たな雇用の創出につながることが期待され、更には若年

者や女性等の労働力需要を押し上げることにもつながる。 

このため、高齢者市場の拡大など、今後成長が見込まれる分野に参入を図

る中小企業に対し、経営支援や技術支援などの産業振興施策と軌を一にし

て、人材育成や確保への支援を推進する。 

 

こうした企業に対する人材活用等の支援とあわせて、企業を支える人材

が、家庭の事情などにより離職を余儀なくされることなく働き続けられる雇

用環境を整備することも重要である。例えば、今後人口の高齢化がいままで

以上に急速に進展することにより、親の介護を理由とする離職の増加が予想

されることから、介護支援制度等の情報提供や介護との両立が可能な働き方

の推進など、仕事と介護の両立に向けた取組を進める。特に、介護休業制度

は、育児休業制度と異なり、介護保険の手続きや介護サービスの選択など介

護に関する長期的な方針を決定するために利用することなどが想定されて

いることについて労使の理解促進も重要である。 

 

（就業を基本とした社会参加の促進） 

社会の「支え手」の不足への懸念に対しては、働くことを希望する若年者
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１ 中小企業の労働力確保や人材育成を円滑に進める 

 

 

 

 

 

 

 

や女性、高年齢者の就業促進により、社会を支える裾野を広げるという視点

も重要である。 

このため、若年者については、職業的自立を支援し、職業生活へのスムー

ズな移行を図る。また、女性の就業支援や職業能力開発を推進し、特に就業

による社会参加の拡大余地が大きい出産、子育て等により離職した女性の支

援を進める。 

高年齢者については、６５歳を超える高齢者も自身の状況に応じ、自ら高

齢期でのビジョンを構築し、その実現に向け取り組めるよう、意欲のある高

齢者の自助努力に対しきめ細かな支援を行う。 

また、定年等を迎える前の早い段階での適切な時期にキャリアビジョンや

ライフプランを構築することは、退職後だけでなく退職までの間も充実した

職業生活を送るうえで大切なことから、中高年層を対象とした支援も行う。

さらに、地域で就業を希望する高齢者のニーズの拡大が見込まれることか

ら地域の就業支援機関等への支援を進めるなど、高齢期の多様な就業ニーズ

にも対応していく。 

高年齢者や女性、若年者の人材活用を進める中小企業からの相談への対

応や、人材確保への支援等を行うとともに、生産性の向上や成長分野での事

業 展 開 を図る中小 企 業 の人 材 育 成 ・確 保 を支 援 する。また、従 業 員 の仕 事 と

育児・介護との両立を支援する中小企業の取組を推進する。 

仕事と育児・介護の両立に取り組む中小企業の支援  

高年齢者や女性、若年者の人材活用を図る中小企業の支援  

生産性の向上や成長分野での事業展開を図る中小企業の人材

育成・確保の支援  
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【具体的な施策】 

 高年齢者や女性、若年者の人材活用を図る中小企業の支援              

○ 高年齢者や女性等の人材活用に関する企業からの相談等への対応 

・ 東京都しごとセンター ※ において高年齢者や女性等の人材活用に関す

る企業からの相談に対し、アドバイスをはじめ、企業向けサービスの案

内や職業能力開発センター ※ の紹介を行うなど、中小企業の人材活用が

円滑に進むよう積極的な対応を図る。 

・ 高年齢者や女性等の活用に伴い、処遇の確保に取り組む企業に対して、

専門家派遣や情報提供等の支援を進める。 

○ 業界団体と連携した人材育成プログラムの充実や在職者訓練コースの拡充によ

る高年齢者の人材活用の推進 

・ 東京都しごとセンターにおいて、中小企業のニーズに即した高年齢者

人材の育成に向け、業界団体と連携し、業界団体に加入する中小企業に

就職し即戦力として活躍する上で必要な実践的な技能や知識の効果的な

習得やマッチングを促進するための取組を行うとともに、業界団体との

意見交換を進め、内容等の充実を図る。 

・ 主に大企業や中堅企業のホワイトカラー層を対象に、それまで培って

きた総合的な職務遂行能力を効果的に中小企業で発揮できるよう中小企

業の特性理解や意識改革などを行う効果的なプログラムを実施する。 

・ 高年齢者の転職先としてニーズの高い職種に関連した知識や技能の習

得を図る新たな訓練コースの開発を行うなど、高年齢者を対象にした在

職者訓練の拡充を図る。 

○ 企業向けセミナーの開催による女性の人材活用の推進 

・ 経営者や人事担当者向けにダイバーシティ・マネジメント ※ やポジテ

ィブ・アクション ※ に関するセミナーを開催し、取組の成果や具体的な

事例等の紹介を行う。 

 

                                                        
※ 東京都しごとセンター:東京都が都民の雇用や就業を支援するために設置した「しごとに関するワン

ストップサービスセンター」。  
※ 職業能力開発センター：求職・転職者及び在職者向けの職業訓練を行うとともに、これまで培ってき

た公共職業訓練のノウハウを活用し、地域の中小企業の人材育成や人材確保の支援を行う東京都の

施設。  
※ ダイバーシティ・マネジメント:企業で働く社員の多様な特性（年齢、性別、国籍、雇用形態など）

を活かすことで企業の競争優位の源泉とし、イノベーションの創出や社員のモチベーション向上を

通じて持続的な成長を実現するためのマネジメント手法。  
※ ポジティブ・アクション:固定的な性別による役割分担意識や過去の経緯から、男女労働者の間に事

実上生じている差があるとき、それを解消しようと、企業が行う自主的かつ積極的な取組のこと。 
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○ 中 小 企 業 の魅 力 を伝 える取 組 や技 能 継 承 の支 援 等 による若年 者 の人 材 育 成 ・

確保の推進 

・ 若年者の人材確保を図りたい中小企業が、企業の魅力を若年求職者に

伝えられるよう、中小企業の経営者と若年者が直接交流できる機会や企

業現場を見学できる機会を提供する。 

・ 職業能力開発センターにおいて、地域の中小企業団体や産業支援機関、

就業支援機関等とのネットワークを活用し、訓練生や求職者を対象にし

たものづくり企業等との合同就職面接会や、ものづくりの魅力を若年者

に伝える講演会・企業見学会等を実施するなど、地域での人材確保の推

進を図る。 

・ 在職者向け職業訓練や現場訓練支援事業 ※ の活用などにより、中小企

業での技能継承を支援し、若年者の人材育成の推進を図る。 

 

 

○ 地域の人材育成・確保の拠点である職業能力開発センターによる中小企業の人

材育成・確保の推進 

・ 職業能力開発センターにおいて、総合相談窓口での職業能力開発に関

する相談や人材アドバイザー ※ の企業訪問による企業内訓練等に関する

助言を行うほか、職業能力開発センター・校の保有する訓練の人的・物

的資源の更なる活用により企業からのオーダーメイド訓練 ※ などの要望

に対して積極的に対応するなど、地域の中小企業のニーズに対応した人

材育成・確保の支援の推進を図る。 

職業能力開発センターが、地域ブロックにおける人材育成・確保の拠

点として産業振興施策と連携を図りながら、推進役の機能を十分発揮す

るためには、傘下の校を含めた人的・物的資源やノウハウをバックヤー

ドとしながら、機動的・弾力的な企業支援を進めることが不可欠である。

このため、職業能力開発センターの管理運営手法として、指定管理者制

度を導入することは適切でない。 

                                                        
※ 現場訓練支援事業:中小企業現場における技能の継承や職業能力の向上を図るため、職業能力開発セ

ンターに登録された指導人材が企業に出向き、ニーズに即した訓練指導を行う事業。  
※ 人材アドバイザー:各企業を訪問して人材情報の提供や企業内訓練等に関する支援・アドバイスを行

う。  
※ オーダーメイド訓練:職業能力開発センターの訓練設備や講師を活用し、中小企業等の要望に応じて、

実施時期・講習内容をコーディネートする訓練。   

生産性の向上や成長分野での事業展開を図る中小企業の人材育成・確

保の支援  
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○ 民間事業主が行う職業訓練に対する支援の充実 

・ 認定職業訓練 ※ の対象とならない民間事業主が行う職業訓練の支援を

検討するなど、企業実態に即した支援を図る。 

○ 成長分野での事業展開を支える人材の育成・確保 

・ 福祉関連産業など、高齢化の進展に伴い今後成長が見込まれる分野に

関連した職業訓練を推進し、成長分野で事業展開する中小企業の人材ニ

ーズへの対応を図る。 

・ 成長産業に関連した中小企業とのマッチングを図るため、社会人基礎

力を養成するとともに、成長分野に関する知識・技能を習得したうえで、

企業での就労体験の機会を提供する若年求職者向け支援を行う。 

 

 仕事と育児・介護の両立に取り組む中小企業の支援                   

○ 仕事と育児の両立の推進 

・ 中小企業における仕事と育児の両立支援制度の整備促進を図るととも

に、こうした制度が企業において実際に利用され定着することが重要な

ことから環境整備に取り組む企業を支援する。 

（企業の取組例） 

＊ 育児休業中の代替要員の確保 

＊ 休業中の従業員に対する職場の情報提供制度の導入  など 

○ 仕事と介護の両立の推進 

・ 家族介護が必要な従業員が仕事との両立を図れるよう、中小企業での

仕事と介護の両立を推進する施策を展開する。 

＊ 育児休業制度との趣旨の違いや従業員への情報提供の重要性など、企業や

従業員に対する介護休業制度の趣旨の理解促進や、介護支援制度等に関する

情報提供や助言・相談の実施 

＊ 仕事と介護の両立を実現する働き方のロールモデルの提供や短時間勤務

制度の活用を図る先駆的な企業の取組事例の紹介      など 

                                                        
※ 認定職業訓練:事業主等が行う職業訓練のうち、教科、訓練時間、設備等について厚生労働省令で定

める基準に適合して行われているもので、申請により都道府県知事の認定を受けたものをいう。こ

のうち、中小企業事業主や中小企業団体が行う認定職業訓練については、補助又は助成要件を満た

せば、運営費等に対する補助金・助成金を受けることができる。国の認定基準では、訓練生数５人

以上で訓練時間数１２時間以上の訓練が対象。  
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２ 働くことを希望する若年者や女性、高年齢者の就業を実現する  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策】 

 若年者の就業促進  ※詳細は方向性Ⅱで提言                        

○ 職業生活へのスムーズな移行に向けた教育段階からの取組の推進 

・ 都立高校等でのキャリア教育等が効果的に実施されるよう、東京都し

ごとセンターや職業能力開発センターなどが有するノウハウ等を提供す

る。また、教育機関との連携を進め、高校生が、就職や働くことに伴う

法律知識などについて学び・考える機会の充実を図る。 

若年者の就業促進  

女性の就業支援や職業能力開発の推進  

高年齢者の安定・充実した生活に向けた総合的な支援展開 

 １ 高齢者の多様な就業ニーズへのきめ細かな対応 

 ２ 定年等を迎える早い段階からの支援の展開 

若 年 者 の就 業 支 援 にあたっては、就 職 時 期 での支 援 を充 実 するとともに、就

職活動前の学校教育や就職初期というステージごとの対策を進める。 

女 性 については、職 業 能 力 開 発 や再 就 職 支 援 を推 進 するとともに、出 産 、子

育 て等 により離 職 した女 性 の就 業 を促 進 するため、子 育 て中 の女 性 がサービス

を利用しやすい環境を整備する。 

高年齢者については、安定・充実した生活に向け、総合的な支援展開を図る。

このため、高齢者の多様な就業ニーズにきめ細かく対応するため、高年齢者を対

象とした相談の充実や地域の就業支援機関等の支援強化を図るとともに、定年

等 を迎 える早 い段 階 から、キャリアビジョンやライフプランに関 する支 援 などを行

う。 
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○ 大学生や就業経験がない・少ない若年者等の就業支援の推進 

・ 大学等との連携を強化し、新規学校卒業者と中小企業とのマッチング

を進めるとともに、就業経験がない又は少ない若年者に対し職業的自立

に向けた取組を進める。 

○ 就職後の早期離職の防止とキャリア形成の促進 

・ 就職初期の若年者が職場定着していくための取組を進めるとともに、

就職後のキャリア形成の促進に向け、中小企業や就職初期の若年者の職

業能力開発を支援する。 

○ 正規雇用以外の雇用形態で働く若年者の職業能力開発や正規雇用化に向けた

支援の推進  

・ 正規雇用を希望する若年者に対する職業訓練や就業支援を推進すると

ともに、正規雇用以外の雇用形態で働く者に対する企業内での職業能力

開発への支援や正規雇用への登用制度の導入促進を図る。 

 

 女性の就業支援や職業能力開発の推進                           

○ 再就職に向けた支援の実施 

・ 東京都しごとセンターにおいて、出産、子育て等により離職した女性

を対象に、キャリアカウンセリングや就職活動への意欲を高めるセミナ

ーのほか、再就職活動のノウハウの提供やビジネススキル等を付与する

能力開発など、就職活動の開始から就職まで一貫した再就職支援を実施

し、女性の就業促進を図る。また女性向け情報コーナーにおいて支援情

報等を積極的に発信していく。 

・ 子育て中の求職者等が職業訓練やセミナー等の就職支援メニューを利

用しやすくなるよう、託児サービスの導入等の環境整備を図る。 

○ 職業訓練の推進 

・ 福祉分野やファッション分野など女性の訓練受講ニーズの高い分野に

ついて、求人ニーズに配慮した科目内容の充実を図る。 

 

 高年齢者の安定・充実した生活に向けた総合的な支援展開              

 

 １ 高齢者の多様な就業ニーズへのきめ細かな対応   

○ 高齢者向け相談機能の充実 

・ 東京都しごとセンターの高年齢者を対象にした相談機能を充実させ、

就業のための就業条件や就業分野等に関する相談のほか、社会保険や年
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金など就業の前提となる生活上の問題に関する相談や、ＮＰＯ等での活

動、起業・創業などに関する相談に応じるなど、高齢者が、自ら高齢期

でのビジョンを構築し、その実現に向け意欲を持って取り組めるよう、

きめ細かな対応を図る。 

・ 定年等退職者向けに、自分に適した働き方の選択を容易にするため、

高齢者を取り巻く雇用環境や、自己理解、マネープラン・健康管理、キ

ャリアチェンジや再就職活動のノウハウまでを網羅した総合的なセミナ

ーを実施するとともに、受講者に対する相談を行う。 

○ アクティブシニア就業支援センターやシルバー人材センターへの支援強化 

・ 地域の自治体が設置し、高年齢者を対象にした就業相談や職業紹介、

多様な働き方に関する情報提供を行っているアクティブシニア就業支援

センターの普及を図るとともに、同センターを地域における高齢者の多

様な就業ニーズに対応する拠点とするため、東京都しごとセンターのノ

ウハウを活用した支援強化を図る。 

・ 地域における臨時かつ短期の就業機会を提供し、いきがいの充実や社

会参加の促進による地域の活性化を図ることを目的とするシルバー人材

センターでの就業機会の確保・拡大に向け、シルバー人材センター連合

※ と連携し、シルバー人材センター間の情報交換の促進や、受注開拓の

推進に向けた支援の充実を図る。 

 

 ２ 定年等を迎える早い段階からの支援の展開   

○ 中高年層を対象にしたキャリアビジョンやライフプランへの支援 

・ 中高年層を対象に、自分に適した高齢期での働き方が選択できるよう、

キャリアの棚卸しやキャリアビジョンの明確化、生活設計などを通じて

働き方を考える機会を設けるとともに、個別の相談に対応するなど、高

齢期での安定・充実した生活の実現に向け、早い段階からの支援を展開

する。 

○ 企業内で生涯生活設計等の相談等を行う人材の育成 

・ 労働相談情報センターにおいて、企業内で生涯生活設計等の相談・助

言のできる人材を育成する中高年勤労者福祉推進員養成講座が、より多

くの企業で利用されるよう取組を進める。 

                                                        
※ シルバー人材センター連合:シルバー人材センター事業の全国的な展開を図るため、「高年齢者等の

雇用の安定等に関する法律」に基づき、各都道府県に創設され,連合本部と区市町村のシルバー人

材センターで構成される。東京都では、（公財）東京しごと財団が「東京都シルバー人材センター

連合」として指定されている。  
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＜基本的な考え方＞ 

（学校から職業生活に至るステージごとの取組の推進） 

若年者については、学校から職業生活へのスムーズな移行と、その後のキ

ャリア形成の促進により、若年の段階での職業的自立を実現することが大切

である。 

しかしながら、若年者の就業を巡っては、働くことや職業生活への移行に

対する意識の希薄さや、「自ら考えて行動する力」の不足などが指摘されて

いるほか、就職後間もない離職など、様々な課題を抱えている。 

こうした課題の中には、高校等での教育段階から対策を進めることが効果

的であるものや、就職初期の段階での取組が必要なものもある。 

このため、高校などの学校教育の段階、大学生等の就職活動期など学校か

ら職業生活への移行の段階、就職初期の段階という、若年者の状況に応じた

ステージごとの取組を進める。 

 

学校教育の段階では、若年者が将来の職業生活や働くことについて学び・

考えることが重要である。 

このため、高校等におけるキャリア教育等の推進が求められるが、効果的

に実施されるよう、教育機関等に対して就業支援や職業能力開発等に関する

ノウハウや情報の提供を行う。 

また、教育機関との連携を強化し、就職活動や働くことに伴う法律知識に

関する理解を深める機会を提供するなど高校生向け対策を推進する。 

なお、こうした取組を進める際には、自分が働くことで社会にどのように

役立っているかといった「働くことと社会との繋がり」について考える機会

を持つことや、企業見学や就業体験等を通じて、「大人がいきいきと働く姿」

をみせることや「働くことの楽しさや達成感」を伝えることが大切である。

このため、行政だけでなく、教育機関、業界団体をはじめ、労働組合やＮ

ＰＯなどが相互に連携する中で若年者を支援する仕組みを構築していくこ

とも期待される。 

大学生等の就職時期の段階では、就職活動時期を迎えるにあたって、大学

生等に対し、新たに職業生活に踏み出すことに対する意識の醸成や、「自ら

方向性Ⅱ 若者の職業的自立を支援し、職業生活へのスムーズな移

行を図る  
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考えて行動する力」について考えることを促すことが重要である。 

このため、大学等との連携強化により、大学生等向けの支援を充実すると

ともに、大学関係者への支援を進めるほか、就職活動に影響力がある保護者

への対策に取り組む。 

また、働きやすい職場づくりに取り組む企業からの求人情報を提供するな

ど、情報発信力が弱い中小企業に関する情報が学生側へ円滑に伝わるよう環

境整備を進める。 

就業経験がない又は少ない若年者に対する支援にあたっては、インターン

シップや就労体験の機会を組み入れた支援が効果的である。なお、学校教育

外でのインターンシップの実施にあたっては、「雇用」との関係において適

切な配慮が求められる点を踏まえることが必要である。 

また、中途退学者については、高校だけでなく、大学等の高等教育機関に

おける中途退学者の問題も指摘されており、教育機関での中途退学の未然防

止の取組を進めるとともに、中途退学者が、復学や就職など、次の進路を選

択できるような取組が求められる。 

就職初期の段階では、早期離職を防止しキャリア形成を促進することが重

要である。早期離職の防止に向けては、中小企業では年齢の近い先輩や同期

入社が少ない場合もあることから、就職後間もない若年者が職場での疑問や

悩みについて相談・共有できる取組を進めることが重要である。 

また、就職初期でのキャリア形成の促進を図るため、意欲ある若年者の職

業能力開発や、指導者不足や時間的・経済的余裕がないなどの課題を抱える

中小企業の人材育成を支援することも必要である。 

 

（正規雇用以外の形態で働く若年者の職業能力開発や正規雇用化に向けた

支援の推進） 

若年層における正規雇用以外の形態で就業する者の占める割合が高い中、

こうした若年者が自らの将来を切り拓けるよう、職業能力開発や正規雇用化

に向けた就業支援を推進することが必要である。 

また、正規雇用以外の形態で働く者のキャリア形成が図られるよう、企業

内での職業能力開発を支援するとともに、有期契約労働者の正社員登用は、

能力や仕事ぶりがわかった上で有期雇用の人を正社員として採用すること

ができることや仕事の意欲を高めることができることなどのメリットがあ

ることから、同制度の導入促進を図る。 
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１ 職業生活へのスムーズな移行に向け、教育段階からの取組を 

推進する 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策】 

 キャリア教育などの学校教育での取組の推進                    

○  キャリア教育等を実施する教育機関に対するノウハウ等の提供 

・ 生徒の職業的自立に必要な意欲や能力、態度を育てることを目的とし

た、都立高校等での学校教育を通じた取組が効果的に実施されるよう、

東京都しごとセンターや職業能力開発センターなどが有するノウハウや

情報を提供する。 

 

（学校教育での取組） 

＊ 都立高校において、より系統的なキャリア教育を実践する。教員を対象と

したキャリア教育に関する研修の充実や学校内でのキャリア教育の中 心 と

なる人材を育成する。 

＊ 社会的・職業的自立意識の向上を目指し、都立高校において企業や大学、

NPO 等の協力を受けて、生徒に社会のしくみを理解させることや、働くこ

とへ意欲を喚起する教育活動を行う。 

＊ 都立の専門高校において、インターンシップ等就業体験を必修化していく

とともに、普通科高校等においてもインターンシップなど企業等と連携した

体験的な学習の機会を拡大する。 

高校との連携による高校生向け対策の推進  

キャリア教育などの学校教育での取組の推進  

学校教育を通じ、生徒が実社会で必要とされる基礎的な能力の向上や働く

ことに対する認識を深めるなど職業的自立意識の向上を図る。またキャリア教

育等の推進に向け、東京都しごとセンター等の有するノウハウや情報を提供す

るほか、教育機関との連携を進め、生徒が就職や働くことに伴う法律知識など

について学び・考える機会の充実や、ものづくり教育を推進する。 
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＊ デュアルシステムの充実など企業等と都立工業高校の連携による実践的

な教育の推進を図る。 

＊ 「わく(Work)わく(Work) Week Tokyo」※ (中学生の職場体験)の内容

の改善・充実を図ることにより、中学校段階におけるキャリア教育の目標の

一つである「生き方や進路に関する現実的探索」の実現に資する。  

 

 高校との連携による高校生向け対策の推進                         

○ 高校生の就職や働くことに伴う法律知識の理解促進 

・ 就職活動前の高校生が東京都しごとセンターを活用した就職活動を体

験できる取組を、高校と連携して進め、働くことや就職活動に対する理

解の促進を図る。 

・ 高校生が、働くことに伴う権利や義務など労働関係の法律知識を学ぶ

機会を持てるよう、生徒向けの普及啓発資料を発行するとともに、研修

会の実施を高校と連携し進める。 

○ 高校と連携したものづくり教育の推進 

・ ものづくりを支える人材の育成を目的に設置した、都立高校と職業能

力開発センターとの連携の場である「ものづくり教育推進連絡会」での

取組を充実させ、資格対策講座の拡大などを図るとともに、私立高校と

の連携も進め、ものづくり教育の一層の推進や若年者の就業促進を図る。 

・ 職業能力開発センターで実施している高校生向けものづくり実習講座

※の対象を、都立高校から希望する私立高校の生徒にまで拡大する。 

                                                        
※ わく(Work)わく(Work) Week Tokyo:望ましい社会性や勤労観・職業観を育成するため、東京都が実

施している中学生の職場体験。主に都内の公立中学校２年生を対象とし、５日間程度、地域の商店、

地元の民間企業、公的施設等の職場で、実際の仕事を体験する。   
※ 高校生向けものづくり実習講座:高校生等を対象に基盤技術の実習を実施し、高校における実習の一

助とするとともに、ものづくりの実践的職業訓練への関心と職業意識を高め、ものづくりの実務環

境と情報を提供する講座。  
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２ 大学生や就業経験がない・少ない若年者等の就業を推進する  

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策】 

 大学等との連携による新規学校卒業者等の就職支援                  

○ 大学等のキャリアセンターに対するノウハウ等の提供 

・ 東京都しごとセンターにおいて、大学等のキャリアセンター職員等を

対象に、大学生等に対し新たに職業生活に踏み出すことへの意識を醸成

する必要性や「自ら考えて行動する力」の習得の重要性等について認識

を深めるなど、就職支援に関するセミナーを実施し、大学現場等での効

果的な就職支援につなげる。また、キャリアセンターからの相談に応じ、

東京都しごとセンターが有する就職支援に関するノウハウや情報を提供

する。 

○ 大学等との連携強化による大学生等の就職支援の推進 

・ 東京都しごとセンターにおいて、就職活動に取り組む大学生等を対象

に、「自ら考えて行動する力」を高めるための講座を開催する。また、中

小企業の理解を深めるため、若年者の採用を予定している中小企業の現

場を体験できる機会を提供し、中小企業との交流を促進する。 

・ 企業等からの内定を得られない大学生等が、中小企業とのマッチング

機会である合同就職面接会を有効に活用できるよう、大学等と連携して

面接会の PR 強化に取り組むなど、未内定新規学校卒業者等の就職支援

を進める。 

・ 大学生等の就職支援を効果的に進めていくためには、大学等との連携

を密にし、就職活動前から就職活動時期に至るまでの施策を展開するこ

就業経験がない又は少ない若年者に対する支援  

大学等との連携を進め、新 規学校卒業者と中小企業とのマッチングの促進を図

る。また、高校や大学等の中途退学者など、就業経験がない又は少ない若年者に

対し、職業的自立に向けた取組を進める。 

大学等との連携による新規学校卒業者等の就職支援  



 
 

- 25 - 

とが必要である。このため、区部で大学等との連携を強化するとともに、

多摩地域における若年者向けの就業支援機能を拡充し、地域の大学等と

の連携を進める。 

・ 東京都しごとセンターにおいて、大学生等の就職支援とあわせて、保

護者向けに就職活動の現状や適切な 関与の方法等の円滑な就職活動 に

役立つ情報を、大学等と連携しながら周知していく。 

○ 働きやすい職場づくりに取り組む企業の求人情報等、中小企業に関する情報の

発信強化 

・ 「東京ワークライフバランス認定企業※」など、働きやすい職場づく

りに取り組む中小企業の求人情報を、大学生等に対し積極的に情報提供

する。 

・  中小企業で働く若年者の声や、中小企業で働くことの魅力など、大学

生等の意識を中小企業に向けさせる情報を発信する。 

 

 就業経験がない又は少ない若年者に対する支援                      

○ 中途退学者等の復学や職業生活への移行に向けた取組 

・ 中途退学者や進路未決定のまま都立高校を卒業した者の現況等に関す

る調査を実施し、中途退学の原因や退学後の状況をきめ細かく把握・分

析し、若年者の再チャレンジを支援する方策を検討し実施していく。 

・ 高校生・大学生に対して、東京都しごとセンターの事業内容を、高校

や大学と連携し周知するなどにより、中途退学などにより就職支援が必

要な際のセンターの利用につなげ、適切な支援を実施する。 

○ 支援を必要とする若年者の利用につなげる広報の強化  

・ 都の支援に関する情報が、支援を必要とする若年者に届くよう、イン

ターネットなどの電子媒体の活用やコンビニなど若年者が利用しやすい

施設における広報を強化する。また、区市町村と連携し東京都しごとセ

ンターや職業能力開発センターで実施している支援策の一層の周知を図

る。 

 

 

                                                        
※ 東京ワークライフバランス認定企業：仕事と生活を両立し、いきいきと働ける職場の実現に向け優

れた取組を実施している中小企業として、東京都が認定した企業。「ワークライフバランス」とは、

「仕事と生活の調和」と訳され、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上

の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各

段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる」ことを指す。  
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○ 就業経験がない又は少ない若年者の就業支援や職業訓練等の推進 

・ 若年求職者を対象に、就業基礎力の養成に加え、企業現場で必要とす

る知識の習得と就労体験を組み合わせたプログラムを提供するとともに、

就労体験中のキャリアカウンセリングなどのきめ細かな支援を通じ、仕

事の内容等に起因する就職後のミスマッチの解消も図る。 

・ 将来の方向性が定まらない若年者に対する取組として、職業能力開発

センターへの入校にあたって、実習等の体験を通じて自らの適性にあっ

た科目を選択できる仕組みの職業訓練を構築し、実施する。 

・ 若年者の就業促進のためインターンシップの受入れの協力を広く企業

等に求めていくとともに、インターンシップを受け入れようとする企業

等に対して、受入れに際しての注意点や好事例等を紹介し、企業等での

効果的かつ適切なインターンシップの取組を促す。 

・ 職業能力開発センターにおいて職業訓練の一環として実施している企

業現場での体験を充実させ、職業意識の醸成を図り、その後の就職活動

を効果的に進める。 

・ 国等と協力しながらジョブ・カード制度※の普及を図る。 

 

３ 職業生活への移行後も早期に離職せずキャリア形成を図る  

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
※ ジョブ・カード制度：フリーター等の正社員経験が少ない者を対象に、きめ細かなキャリア・コンサ

ルティングや企業実習と座学を組み合わせた実践的な職業訓練を提供し、企業からの評価結果や職

務経歴等をジョブ・カードに取りまとめて就職活動等に活用することにより、正社員としての就職

へと導く制度。  

就職初期の職業能力開発への支援  

効果的な定着支援  

就職後間もない若年者を対象に職場の不安の解消や継続就業に向けた意欲

形成を図るための取組を進めるとともに、中小企業での若年者の職場定着の取

組が進むよう、相談や情報提供等を行う。また、若年者の就職後のキャリア形成

の促進を図るため、若年者の職業能力開発や企業の人材育成を支援する。 
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【具体的な施策】 

 効果的な定着支援                                    

○ 就職後間もない若年者の不安の解消や継続就業の意欲形成を図る取組 

・ 中小企業に新たに就職した若年者を対象とした交流会や研修会を、産

業界と連携しながら開催するなど、就職後間もない若年者が抱える不安

の解消を図る。 

・ 東京都しごとセンターにおいて、就職後間もない若年者を対象に、就

職初期に抱える課題等への解決に向けた相談やセミナーを実施し、継続

就業の意欲形成を図る。 

・ 労働相談情報センターにおいて、事業主団体との連携により、団体傘

下の中小企業等へ就職した若年者を対象にした労働教育を実施するなど、

職場におけるトラブルの防止を図る。 

○ 若年者の職場定着に関する企業支援の実施  

・ 人事担当者等を対象とした若年者の職場定着に関する相談や定着支援

のノウハウに関する情報提供等を行う。 

・ 仕事のストレスに起因する離職の防止に向け、人事担当者等を対象に

した支援の充実を図る。 

 

 就職初期の職業能力開発への支援                              

○ 在職者向け職業訓練コースの充実によるキャリア形成の促進 

・ コミュニケーション力など社会人として求められる基礎的な能力を高

める在職者向け職業訓練コースを開発・実施するなど、職業能力開発セ

ンター・校において人材育成ニーズに応じた在職者向け訓練を実施する。 

○ 若年技能者のモチベーションを高める取組 

・ 若年技能者が海外をはじめ現在の職場を越えて優れた技や技能と接し、

学ぶ機会を提供するなど、若年技能者のモチベーションを高めるような

施策展開を図る。 

○ 民間事業主が行う職業訓練に対する支援の充実 

・ 認定職業訓練の対象とならない民間事業主が行う職業訓練の支援を検

討するなど、企業実態に即した支援を図る（再掲）。 
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４ 正規雇用以外の雇用形態で働く若年者のキャリア形成や正規雇

用化に向けた支援を推進する 

 

 

 

【具体的な施策】 

 やむをえず正規雇用以外の形態で働く若年者対策の推進           

○ 正規雇用化に向けた就業支援や職業能力開発の推進 

・ 東京都しごとセンターにおいて、働くことや中小企業に対する理解を

深める機会を提供し、フリーター等と中小企業とのマッチングを促進す

る。 

・ 正規雇用以外の形態で働く者を対象にした職業訓練を推進し、正規雇

用化を図る。 

＊ 民間教育訓練機関等を活用し、正規雇用の求人ニーズが高い職種に関連し

た職業訓練を実施する。 

＊ 知識・技能の習得と求人企業における現場実習を組み合わせた求人付き職

業訓練を実施し、求人企業と正規雇用以外の形態で働く者とのマッチングを

促進する。 

＊ この他、雇用形態に即し働きながら知識・技能を習得できる取組を進める。 

・ 「就職氷河期世代」など正規雇用以外の形態での就業経験が長い者の

正規雇用化を支援するため、東京都しごとセンターに窓口を設置し、就

職に関する相談・助言から、職業紹介や職業訓練への誘導、就職後の定

着に至るまで、一貫したきめ細かな支援を行う。 

やむをえず正規雇用以外の形態で働く若年者対策の推進  

正規雇用として働くことを希望する若年者に対する就業支援や職業能力開発を

推 進 し、正 規 雇 用 への移 行 を図 る。また、正 規 雇 用 以 外 の雇 用 形 態 で働 く者 を対

象に行う企業の人材育成や正社員登用制度の導入などの雇用環境の整備を図る

企業の取組を支援する。 

企業における職業能力開発への支援や雇用環境整備の促進  
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○ 住宅や保育などに関する情報提供 

・ 利用者のニーズに応じて、就職のみならず、住宅や保育などに関する

情報提供を幅広く行い、利用者の利便性の向上を図る。 

○ キャリアカウンセリングと職業能力開発を組み合わせた支援の実施 

・ 東京都しごとセンターにおいてキャリアカウンセリングを受けている

正規雇用以外の形態で働く者が、職業能力開発センター・校で実施する

在職者訓練に優先して申込みできる制度を設けるなど、キャリアカウン

セリングと職業能力開発を組み合わせた取組を進める。 

○ ジョブ・カード制度の活用 

・ 国等と協力しながら、東京都しごとセンターにおいて、キャリアカウ

ンセラーが窓口利用者等に対しジョブ・カード制度の周知・紹介を図る

とともに、希望者に対し利用を促していく。また、職業能力開発にかか

る職業訓練でのジョブ・カード制度の活用を図る。  

 

 企業における職業能力開発への支援や雇用環境整備の促進             

○ 企業における正規雇用以外の形態で働く者に対する職業能力開発への支援や

企業内正社員登用制度などの雇用環境整備の促進 

・ 正規雇用以外の形態で働く者を対象に職業能力開発に取り組む事業主

に対する支援を行うなど、企業における正規雇用以外の形態で働く者の

職業能力開発を進める。 

・ 正規雇用以外の形態で働く者を対象にした企業内正社員登用制度の整

備など、雇用環境整備に取り組む意欲的な中小企業に対して、専門家を

派遣し助言等を行うとともに、その取組を広く普及し、中小企業におけ

る雇用環境整備の促進を図る。 
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＜基本的な考え方＞ 

（身近な地域での障害者の雇用機会の確保・拡大） 

障害者の就業ニーズが高まるなか、法定雇用率の引き上げが予定されてお

り、障害者雇用の受皿の拡大に向けた企業の取組が求められている。 

一方、民間企業の障害者雇用の状況については、大企業に比べ中小企業に

おいて障害者雇用率が低迷しており、加えて、障害者雇用の促進等に関する

法律の改正により、障害者雇用納付金の対象がより規模の小さな中小企業に

拡大することとなっている。 

こうしたことから、中小企業での障害者雇用の促進に向け、働きかけと支

援を進めることが重要である。 

 

このため、障害者雇用に関する普及啓発を強化し、障害者雇用に関する経

営者の理解促進や取組意欲の向上を図る。  

また、障害者雇用の経験がない中小企業に対しては、具体的に取り組む上

での不安の解消を図ることが効果的であることから、継続的な相談・助言等

を行うとともに、経験やノウハウが少ない中小企業に対しては、障害者の特

性、業務に関する適性などを理解する機会が限られていることから、障害者

に企業現場での就労体験の機会を提供する職場体験実習の活用が進むよう

受入企業に対する支援を積極的に進める。 

このような企業支援を進める一方で、障害者の職業能力開発を推進し、就

労につなげるほか、精神障害者や発達障害者の就業ニーズへの対応を図る。

 

（職場定着の推進） 

障害者の雇用機会の確保・拡大とあわせ、就労後の職場不適応や離職の防

止を図ることが重要である。このため、障害者の職場定着支援の充実や継続

雇用につながる取組を進める。 

また、個々の中小企業では障害者雇用を進めるのに継続的に一定の仕事量

を確保することが困難な場合が想定されることから、地域の中小企業が連携

して障害者を支え合うようなモデル事業の構築など、障害者雇用の継続を促

す取組が求められる。 

方向性Ⅲ 身近な地域での障害者雇用の受皿を拡大する 
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１ 身近な地域での障害者の雇用機会の確保・拡大を図る 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策】 

 障害者雇用に関する理解の一層の促進                           

○ ウェブサイトや普及啓発ハンドブックの充実による情報発信の強化 

・ 障害者雇用に関するウェブサイトの充実を図り、初めて障害者を雇用し

た中小企業の事例や、助成金制度や支援事業の案内など、障害者雇用への

関心を高める各種情報を集約して提供するとともに、ウェブサイトを広く

周知する。 

・ 企業向けの普及啓発ハンドブックは、図解や写真等を活用し、中小企業

にとって、更にわかりやすいものとなるよう内容の充実を図るとともに、

中小企業団体を通じて配布するなど、一層の周知を図る。 

○ 経営者の理解促進を図るセミナーや相談の実施 

・ 事業者団体との連携により、団体に加入する経営者を対象としたセミナ

ーを開催し、障害者雇用への関心を高めるとともに、東京都しごとセンタ

ーにおいて事業者からの障害者雇用を進めるうえでの相談に適切に対応

する。 

障 害 者 と中 小 企 業 とのマッチングにつなげる支 援 や職 業 能 力 開

発の推進  

中小企業での障害者雇用の促進に向け、障害者雇用への関心を高める情

報を発信する。また、障害者雇用の経験がない企業や、経験・ノウハウが少な

い企業に対するきめ細かい支援を展開し、働くことを希望する障害者とのマッ

チングにつなげる。 

このほか、発達障害者に対する支援の充実を図るなど、障害者の職業能力

開発による就労の促進を図る。 

障害者雇用に関する理解の一層の促進  
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 障害者と中小企業とのマッチングにつなげる支援や職業能力開発の推進      

○ 身近な地域での就労支援機関等と連携した取組や職業訓練等の実施 

・ 身近な地域にある中小企業と知的障害者や精神障害者などの障害者と

のマッチングを図るため、地域の就労支援機関や使用者団体と連携した

取組を進める。また、身近な地域での障害者職業訓練を引き続き実施し

ていくとともに、（公財）東京しごと財団で実施する障害者就労支援につ

いて、地域展開を図っていく。 

○ 障害者雇用の経験がない・経験やノウハウが少ない企業への支援 

・ これまで知的障害者や精神障害者などの障害者を雇用した経験のない

中小企業が、円滑に障害者雇用を進めていくには、採用前の環境整備の

段階からの継続的な支援が効果的である。このため専門的な知識を有す

る支援員を派遣し、企業からの相談に応じながら、職場内での障害者に

対する理解促進や仕事の切り出しなど段階に応じた支援を実施するきめ

細かな対応を図る。 

・ 障害者雇用の経験やノウハウが少ない中小企業での職場体験実習を促

進し、知的障害者や精神障害者などの障害者とのマッチングを図るため、

受入れの際の負担の軽減や実習効果を高める体験実習中の相談・助言な

どの支援を行う。 

○ 障害者の職業能力開発やキャリア形成の推進による就労の促進 

・ 障害者の職業能力開発による就労を促進するため、ニーズの高い訓練

科目の開発に引き続き取り組むとともに、就職支援推進員によるきめ細

かな支援を進める。また、知的障害者や精神障害者の一般就労に向けた

キャリア形成の機会を拡充するため、東京都庁におけるチャレンジ雇用

の推進を図る。 

○ 発達障害者を対象とした支援の推進 

・ 発達障害者の雇用機会の確保・拡大に向け、就労支援機関等とも連携

し、中小企業の人事担当者を対象にした障害特性や雇用事例、支援メニ

ューの紹介などを行うセミナーを開催していく。 

・ 発達障害者等の就業ニーズに対応していくため、東京障害者職業能力

開発校 ※ において発達障害者及び精神障害者を対象とした職業訓練科目

の設置を検討していく。 

・ （公財）東京しごと財団において、知的障害者及び精神障害者を対象

                                                        
※ 東京障害者職業能力開発校：一般の職業訓練校等で訓練を受けることが困難な、中・重度の身体障害

者及び軽度の知的障害者を対象として職業訓練を行う国立都営の職業能力開発校。  
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にした就活セミナーに加え、発達障害者を対象に、職場での対人スキル

やリラクゼーションスキルの習得等を内容とするセミナーを実施してい

く。 

 

２ 障害者の職場定着を推進する  

 

 

 

 

【具体的な施策】 

 職場定着に関する支援                                     

○ 東京ジョブコーチの拡大や職業訓練修了生に対するフォローアップによる障害者

の職場定着支援の推進 

・ 障害者の受皿の拡大や精神障害者・発達障害者への対応のため、東京

ジョブコーチ ※ 登録者の拡大や支援スキルを高めるなどにより、障害者

の職場定着に関する中小企業や特例子会社などからのニーズにきめ細か

に対応する。また障害者の職場での定着状況等の把握を行う。 

・ 東京障害者職業能力開発校での職業訓練修了生に対する職場定着支援

として、校に職場定着支援員を配置し、職業訓練から職場定着までがス

ムーズに行われるようきめ細かな支援を行う。 

○ 障害者の継続雇用につながる支援の実施 

・ 障害者の継続雇用を促すため、国の特定求職者雇用開発助成金 ※ の支

給満了後も引き続き雇用を継続する中小企業に対する支援を行い、企業

での障害者雇用に関するノウハウの蓄積や障害者の職場定着を進める。 

・ 年齢や能力に配慮した柔軟な働き方等について取組事例等を紹介する

機会を提供する。 

                                                        
※ 東京ジョブコーチ：障害者の職場定着を図るため、国は企業にジョブコーチを派遣して職場定着に

関するきめ細かな支援を実施するほか、障害者を雇用する企業等が国の助成金を活用し、ジョブ

コーチを配置している。障害者の就職件数が増加する中、東京都においても職場定着の重要性か

らジョブコーチを独自で養成し、派遣している。  
※ 特定求職者雇用開発助成金:障害者、高年齢者、東日本大震災による被災離職者など、就職が特に困

難な者を雇い入れた事業主に対して、賃金の一部を助成するもの。特定就職困難者雇用開発助成金、

高年齢者雇用開発特別奨励金、被災者雇用開発助成金の３種類の助成金・奨励金がある。  

職場定着に関する支援  

東京ジョブコーチの拡大や継続雇用につながる支援の実施などの取組を進め、

企業での障害者の職場定着を推進する。 
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＜基本的な考え方＞ 

（中小企業等の主体的な雇用環境改善の推進） 

良好な雇用環境の整備は、従業員が安心して働き続けるうえで重要な取組

である。 

また、雇用環境の改善が進むことで、従業員一人ひとりがいきいきと働く

姿を、将来の労働市場を支える若者に示すことができれば、働くことに対す

る若者の意識の変化や意欲の向上も期待される。 

一方、企業にとっても雇用環境整備への取組は、人材の確保や職場定着、

生産性の向上等にもつながることから、企業の活力の維持・向上を図るうえ

でも重要である。 

このため、厳しい経営環境の中にあって、中小企業の主体的な雇用環境の

改善への取組を支援する施策の充実強化を図る意義は大きい。 

 

こうしたことを踏まえ、労働相談情報センターにおける情報発信機能を強

化するとともに、中小企業が相談やアドバイスを適切に受けられるよう支援

体制の充実を図る。 

また、個々の中小企業が、ワークライフバランスやメンタルヘルス対策な

どの雇用環境の改善に向けた取組を主体的に進めるため、取組の必要性や効

果などについて経営者の理解を促進するとともに、ニーズに応じたきめ細か

な支援を行う。あわせて、雇用環境の改善に取り組む中小企業を広く周知す

る。 

一方、業界での雇用環境に関するイメージの向上など、雇用環境の改善に

向けた取組が業界全体の課題となる場合もある。このような課題を解決する

ためには、業界団体等が自ら、業界の実情を踏まえながら取組を進めること

が効果的である。このため、個々の中小企業に対する具体的な支援を進める

とともに、雇用環境の改善を課題とする業界団体等による自主的な取組を促

進する。 

 

方向性Ⅳ 雇用環境の改善に向けた中小企業の主体的な取組を推

進する 



 
 

- 35 - 

 

 

１ 雇用環境の改善を円滑に進めるため、支援体制及び情報発信の充

実・強化を図る 

 

 

 

 

【具体的な施策】 

 支援体制及び情報発信の充実・強化                         

○ 労働相談情報センターの支援体制の充実・情報発信の強化 

・ 中小企業が雇用環境の改善に円滑に取り組めるよう、労働相談情報セ

ンターにおいて、中小企業などからの相談や助言にきめ細かく対応する

ために支援体制の充実を図る。 

＊ 働き方の見直し等に伴う事業主からの相談に、労働相談や職場改善訪

問事業を積極的に活用し対応 

＊ 労働問題の個別化・複雑化が進んでいる状況を踏まえ、事業主や労働

者のニーズに的確に対応するため、機動的・弾力的な労働相談体制を整

備 

＊ 介護との両立支援やワークライフバランスに係る中小企業からの相

談に適切に対応していくため、次世代育成推進に関わる相談・助言等を

行うアドバイザーを充実 

（コンプライアンスの推進） 

コンプライアンス（法令遵守）を推進していくためには、労働関係法令

や雇用管理について労使双方の理解や関心を深めることが重要である。 

このため、労働関係法令の基礎的知識等に関する労働教育の充実を図る。

また、労働教育への参加が難しい小規模企業等への普及啓発を進めるこ

とも重要なことから、これらの企業の多くが加入する業界団体との連携し

た取組を進めるなど、より多くの中小企業に波及する啓発効果の高い仕組

みづくりが望まれる。 

支援体制及び情報発信の充実・強化  

中小企業が雇用環境の改善に円滑に取り組めるよう、労働相談情報センタ

ーにおいて必要な情報を発信するとともに、中小企業からの相談等に適切に対

応する。 
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＊ 正規雇用以外の形態で働く者の雇用環境の整備に意欲のある中小企

業のニーズに対応していくため、専門家派遣による支援を拡充 

あわせて地域における労働問題や雇用環境に関する情報発信の拠点と

して機能の強化を図る。 

 また、事業主団体や労働者団体等とのネットワークやアドバイザー等

の企業訪問などを通じて把握した地域のニーズを、情報発信や支援に反

映していく。 

 

２ 雇用環境の改善を図る中小企業の主体的な取組を推進する  

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策】 

 個々の中小企業に対する具体的な支援               

○ ワークライフバランスの推進 

・ 企業でのワークライフバランスを推進するため、経営者のワークライフ

バランスへの関心を高め、企業での実践に結びつける。また、企業内での

取組が円滑に進むよう、働き方の見直し等の取組を実践できる企業内の人

材の養成や労使コミュニケーションに関する紹介を行うほか、個々の企業

に対する具体的な取組への支援を行う。 

＜取組例＞ 

＊ 経営者を対象にした、働き方の見直しに取り組む企業の現場見学や、経営

者同士の意見交換の機会の提供 

＊ 労使が協同して自主的に労働条件の改善・向上を図った好事例を紹介 

＊ 仕事と育児・介護の両立への支援              など 

個々の中小企業に対する具体的な支援  

業界団体等の取組の促進  

個 々の中 小 企 業 が、企 業 の魅 力 を高 める雇 用 環 境 の改 善 に取 り組 めるよう、ニ

ーズに応 じた支 援 を行う。また、雇 用 環 境 の改 善 に意 欲 がある業 界 団 体 等 の自主

的な取組を促進するとともに、その成果を広く周知する。 
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○ 正規雇用以外の形態で働く者の職業能力開発や雇用環境整備の促進 

・ 正規雇用以外の形態で働く者を対象に職業能力開発に取り組む事業主

に対する支援を行うなど、企業内での職業能力開発を進める。 

 また、正規雇用以外の形態で働く労働者の雇用環境の整備に向け、処

遇の改善やモチベーションを高めるモデルとなる取組を募集するととも

に、その中の取組にチャレンジする中小企業を支援し、成果を情報発信

していく。 

○ メンタルヘルス対策の推進 

・ 企業でのメンタルヘルス対策の推進に向けては経営者の理解が不可欠

なことから、経営者の理解促進を図る機会の提供や普及啓発の強化に取

り組み、メンタルヘルス対策の重要性について企業の認識を深める。 

・ メンタルヘルス対策の講座内容の充実やポータルサイトの周知などを

進めるとともに、若年者の挙げる離職の理由として「仕事上のストレス」

や「職場の人間関係」があることから、定着支援の一環として、就職後

間もない若年労働者等のメンタルヘルス対策をテーマにした人事担当者

等向けの講座を実施する。また、新たに就職した若年者を対象にセルフ

ケアの重要性など心の健康づくりの理解を深める講座を開催する。  

○ 雇用環境の改善に取り組む中小企業のＰＲ 

・ 中小企業が雇用環境の改善に向け様々な取組を行っていることを、イ

ベントの場や東京都しごとセンター等の関係機関でのＰＲ、新聞・雑誌

での広報などにより、広く都民や求職者等に周知していく。 

 

 業界団体等の取組の促進                                

○ 雇用環境の改善に意欲がある業界団体等の取組の促進 

・ 雇用環境の改善が人材確保や職場定着を進めるうえでの課題となって

いる業界の自主的な改善を図るため、意欲がある業界団体等の雇用環境

改善の取組を促進し、その成果を広く普及する。 
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３ 中小企業がコンプライアンスや雇用管理の大切さを認識し、雇

用環境の整備に取り組む  

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策】 

 労使間のトラブルの防止に向けたコンプライアンスの推進            

○ 労働教育の充実 

・ コンプライアンスの推進や労使間のトラブルの未然防止の強化を図る

ため、労働関係法令に関する基礎的な知識の付与を図る労働教育の充実

を図る。 

○ 職場の嫌がらせなど個別の労働問題に関する対策の推進 

・ セクシャルハラスメントやいわゆるパワーハラスメントなど個別の労

働問題に対する取組を進める。 

 

 業界団体の普及啓発活動への支援                                 

○ 業界団体が実施する普及啓発活動への支援 

・ 労働法セミナー等への参加が難しい小規模企業等への普及啓発を図る

ため、業界団体等との連携を進め、業界に加入する企業を対象に団体等

が主体となって取り組む労働関係法令等の普及啓発活動を支援する。 

 

労使間のトラブルの防止に向けたコンプライアンスの推進  

業界団体の普及啓発活動への支援  

労働関係法令や雇用管理に関する労働教育を充実し、企業におけるコンプライ

アンスを推進する。また、業界団体と連携し、労働教育への参加が難しい小規模

企業等に対する労働関係法令等の普及啓発に取り組む。 
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おわりに 

 

本審議会は、東京の雇用就業を取り巻く中長期的な課題や直面する課題に関し、

社会ニーズに的確に対応し東京の雇用就業を推進させる施策のあり方と具体的

な施策を提言したところである。 

 都においては、少子高齢化に伴う構造的な課題に対し、中長期的な視点から戦

略的な取組を進めるとともに、喫緊の課題に対し、施策間の緊急性・優先性につ

いて検討を行い、早期実現に向け所要の措置を講じるよう求めるものである。 

 

 本審議会が提言する様々な施策を実現していくにあたっては、都が主体的に取

り組むことが必要であるが、すべて都の力だけで展開していくことは、マンパワ

ーやノウハウからみて、効果的・効率的とはいえない。 

 近年、国をはじめ、多くの基礎的自治体において雇用・就業に関する取組が進

められている。国においては、例えば、大学生等の就職促進に向けジョブサポー

ター※の充実など、若年者に対する「手間ひまをかけた」支援の実施や、失業期

間が長期化する中、雇用保険を受給できない者に対し、無料の職業訓練と訓練期

間中の生活給付を行う求職者支援制度の実施などに取り組んでいる。区市町村で

は、就職活動に踏み出せない若者に対する支援などの取組もみられる。 

また、産業支援機関は、経営者からの相談や企業支援などを行っており、地域

の企業や業界団体との繋がりの強さを持っている。 

こうした国や区市町村をはじめ、産業支援機関や労使団体、就業支援機関、教

育機関等との連携を一層強化し、それぞれの持つ機能を最大限発揮できるよう施

策展開を図るべきである。 

 さらに、民間の職業紹介事業者や教育訓練機関、社会保険労務士や中小企業診

断士等の専門家を引き続き活用し、サービスの質の確保・向上を図りつつ、施策

を効率的に実施することも必要である。 

 

 雇用就業をめぐる諸課題は、個々の都民や企業にとっての個別具体的な問題で

あると同時に、日本の経済成長や社会保障制度の安定といった社会的な問題にも

深く関わっている。 

                                                        
※ ジョブサポーター：ハローワークの窓口において、また、高校・大学等に出向き、学生・生徒への就

職活動の相談、職業適性検査の実施、就職活動についてのセミナーの実施などの就職支援を行う。

また、企業を訪問しての求人開拓、地域の中小企業と新卒者等とのマッチングを行う。  
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 首都東京が、提言したこれらの施策を着実に実施していくことが、日本の将来

を活力に満ちたものにしていくことにつながるものであり、都をはじめ関係者の

不断の努力を期待する。 

  



 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

参   考 
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平成 14 年 3 月２９日 東京都条例第８７号 

東 京 都 雇 用 ･ 就 業 対 策 審 議 会 条 例 

（設置） 

第 1 条 雇用及び就業の促進、職業能力の開発並びに労使関係の安定を図るため、知事の附属機関

として、東京都雇用・就業対策審議会（以下「審議会」という。）を置く。  
２ 審議会は、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 91 条第 1 項の規定に基づく

審議会その他の合議制の機関とする。  
（所掌事項） 

第２条 審議会は、知事の諮問に応じ、次に掲げる事項を審議し、答申する。  
   一 雇用及び就業対策に関する事項  
   二 職業能力の開発に関する事項  
   三 労使関係の安定に関する事項  
   四 前各号のほか、知事が必要とする事項  
  ２ 審議会は、前項第 2 号に掲げる事項に関し必要と認める事項を関係行政機関に建議する。 
（委員） 

第３条 審議会は、次に掲げる者につき、知事が委嘱する委員 24 人以内をもって組織する。  
   一 学識経験を有する者     １２人以内  
   二 事業主を代表する者      ６人以内  
   三 労働者を代表する者      ６人以内  
  ２ 前項第 2 号及び第 3 号に掲げる者のうちから委嘱される委員の数は、同数でなければな

らない。  
（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、2 年とし、再任されることを妨げない。ただし、補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。  
（会長及び副会長）  

第５条 審議会に会長及び副会長を置く。  
  ２ 会長及び副会長は、学識経験を有する者である委員のうちから、委員が互選する。  
  ３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。  
  ４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、会長の職務を代行する。  
（招集） 

第６条 審議会は、知事が招集する。  
（議長及び会議） 

第７条 審議会の議長は、会長をもってこれに充てる。  
  ２ 審議会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。  
  ３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長が決する。  
（部会及び特別委員） 

第８条 審議会は、必要があるときは、特定の事項を審議するため、部会を置くことができる。  
  ２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。  
  ３ 知事が必要と認めるときは、会長と協議のうえ、委員のほかに専門的知識を有する者を特

別委員として委嘱し、部会に加えることができる。  
  ４ 特別委員は、次の場合には解嘱されるものとする。  
   一 部会の審議が終了したとき。  
   二 委員の任期が終了したとき。  
（部会及び部会の会議） 

第９条 部会に部会長を置き、部会長は、委員のうちから、会長が指名する。  
  ２ 部会長は、部会を招集し、部務を掌理し、部会の審議の経過及び結果を審議会に報告する。  
  ３ 部会の会議については、第 7 条の規定を準用する。この場合において、同条中「会長」と

あるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「委員（特別委員を含む。）」と読み替えるもの

とする。  
（委任） 

第 10 条 この条例の施行について必要な事項は、知事が定める。  
附 則  
 １ この条例は、平成 14 年 4 月 1 日から施行する。  
 ２ 東京都労働審議会条例（昭和 52 年東京都条例第 33 号）及び東京都職業能力開発審議会

条例（昭和 33 年東京都条例第 69 号）は、廃止する。  
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23 産労雇調第 1086 号 

 

 

東京都雇用・就業対策審議会 

 

下記の事項について、貴審議会のご意見を承りたく、東京都

雇用・就業対策審議会条例（平成 14 年東京都条例第 87 号） 

第２条の規定により、諮問いたします。 

 

平成 24 年２月１日 

 

東京都知事 石原 慎太郎 

 

記 

 

 

社会ニーズの変化に的確に対応する雇用就業施策の 

あり方について 
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諮 問 の 趣 旨 
 
 東京の人口は、平成 32 年まで緩やかに増加すると見込まれているが、急速な

少子高齢化の進展により、今後は高齢者が大幅に増加する一方で、生産年齢人

口は減少すると予想されている。 
少子高齢化の進展は、保育、医療、街づくり等、社会の様々な面に影響を及

ぼすと考えられる。このうち雇用分野においては、経済社会を支える労働力の

確保や、仕事と出産・子育てや介護と両立が可能となる職場づくり、高齢者の

多様なニーズを踏まえた就業支援などが課題となっている。 
一方、雇用情勢を見ると、いわゆるリーマンショックを契機として急激に悪

化した完全失業率は、やや改善したものの依然として高い水準で推移するなど

深刻な状況が続いている。とりわけ若年者については、新規学卒者の就職内定

率が昨年４月に過去最低となる一方で、安定した職業に就けないでいる者が多

数存在するなど、雇用環境は極めて厳しい。 
その反面、東京の活力の源泉であり、多くの雇用の受け皿となるべき都内中

小企業においては、人材不足に悩む企業も少なくないなど、雇用のミスマッチ

の存在も指摘されており、雇用管理の改善など魅力ある職場づくりが急務とな

っている。 
さらに、東京の雇用障害者数は、このところ増加傾向にあるとはいえ、都内

企業の障害者雇用率は、依然として法定雇用率の水準を下回っており、法改正

による納付金制度の適用対象範囲拡大への対応と併せて、中小企業における障

害者雇用が課題となっている。 
 こうした状況の下、都においては、都民の雇用就業の推進と産業を支える人

材の確保・育成を図り、ひいては豊かな都民生活と都市の活性化を実現する観

点から、東京の特性を踏まえ、柔軟で幅広い視点に立った施策を講じていくこ

とが必要であり、東京都雇用・就業対策審議会に意見を求めるものである。 
 
［重点事項］ 
１ 少子高齢化の進展への対応 
２ 現在直面する課題への対応 

(1) 若年者に対する就業支援 
(2) 中小企業の障害者雇用の促進 
(3) 中小企業の雇用環境の改善 
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氏 名 役 職 備 考

佐 藤 博 樹 東京大学大学院情報学環　教授 会長

藤 村 博 之 法政大学専門職大学院イノベーション・マネジメント研究科　教授 副会長・部会長

会 津 健 株式会社会津塗装店　代表取締役　

新 井 と も は る 都議会議員　

池 田 朝 彦 東運レジャー株式会社　代表取締役社長

井 上 久 美 枝 政府関係法人労働組合連合　書記長

大 久 保 幸 夫 株式会社リクルートホールディングス　リクルートワークス研究所所長・専門役員

大 島 よ し え 都議会議員　 平成24年10月3日まで

権 丈 英 子 亜細亜大学経済学部　教授 部会委員

小 杉 礼 子 独立行政法人労働政策研究・研修機構　統括研究員 部会委員

坂 田 甲 一 トッパン・フォームズ株式会社　取締役　総務本部長 部会委員

佐 藤 尚 志 ＪＳＤサービス・流通連合　東京都支部長

志 太 勤 シダックス株式会社　取締役最高顧問

柴 田 和 啓 東京地方労働組合評議会　労働政策局長

清 水 ひ で 子 都議会議員　 平成24年10月4日から

白 川 祐 臣 ＪＡＭ東京千葉　執行委員長

白 木 三 秀 早稲田大学政治経済学術院　教授

橘 正 剛 都議会議員　

田 の 上 い く こ 都議会議員　

傳 田 雄 二 日本労働組合総連合会東京都連合会　副事務局長 部会委員

松 迫 卓 男 電機連合東京地方協議会　議長

水 町 勇 一 郎 東京大学社会科学研究所　教授 部会委員

村 石 久 二 スターツコーポレーション株式会社　代表取締役会長

八 木 和 則 横河電機株式会社　顧問

吉 住 健 一 都議会議員　

第３期東京都雇用・就業対策審議会委員名簿　
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東京都雇用・就業対策審議会 審議経過 

日 付 審 議 会 摘 要 （ 審 議 テ ー マ な ど ） 

平成 24 年 

2月 1日 

第１回審議会 

・ 会長に 佐藤 博樹 東京大学大学院情報学環教授、副会長

に 藤村 博之 法政大学専門職大学院イノベーション・マ

ネジメント研究科教授を選任 

・ 諮問 「社会ニーズの変化に的確に対応する雇用就業施策の

あり方について」 

・ 部会の設置 

・ 部会長に 藤村 博之 法政大学専門職大学院イノベーショ

ン・マネジメント研究科教授を選任 

第１回部会 

・ 副部会長に 小杉 礼子 独立行政法人労働政策研究・研修

機構統括研究員を選任 

「審議の進め方について」 

2月 22 日 第２回部会 

「これまでの答申内容の実施状況について」 

「検討の基本的方向について」 

「検討の進め方について」 

4月 23 日 第３回部会 

「報告事項」 

① 東京都産業振興基本戦略(2011-2020)について 

② 第 9次東京都職業能力開発計画について 

「方向性Ⅱ 厳しい就職環境にある若年者雇用対策の充実に

ついて」 

5月 30 日 第４回部会 

「方向性Ⅱ 厳しい就職環境にある若年者雇用対策の充実に

ついて」 

「方向性Ⅳ 中小企業の雇用環境の改善について」 

6月 26 日 第５回部会 
「方向性Ⅳ 中小企業の雇用環境の改善について」 

「方向性Ⅲ 中小企業の障害者雇用の促進について」 

７月 30 日 第６回部会 

「方向性Ⅲ 中小企業の障害者雇用の促進について」  

「方向性Ⅱ 厳しい就職環境にある若年者雇用対策の充実に

ついて」 

「方向性Ⅰ 少子高齢化の進展に対応する雇用対策の推進に

ついて」 

９月 20 日 第７回部会 「中間のまとめ（案）」 

10 月 22日 第２回審議会 「中間のまとめ（案）」 

 



 

ご意見を募集しています。 

 

 

 東京都雇用･就業対策審議会では、｢中間のまとめ｣についてご意見を募集して

います。 

 氏名、住所をご記入のうえ、平成２４年１２月３日（月）までに、以下のあ

て先にお寄せください。 

なお、件名に「東京都雇用・就業対策審議会 中間のまとめへの意見」と明

記してください。 

 

○あて先 

・電子メール 

   Ｅメールアドレス koyoushingikai＠section.metro.tokyo.jp 

   必ず、本文テキスト形式で記載の上、提出してください。添付ファイル

による提出はご遠慮ください。 

 

・ＦＡＸ 

   ＦＡＸ番号 ０３－５３８８－１４５２ 

   送信先   東京都産業労働局雇用就業部調整課 審議会担当 宛 

  

・郵送 

  〒163-8001 東京都新宿区西新宿２－８－１ 

   東京都産業労働局雇用就業部調整課 審議会担当 宛 

 

○注意事項 

・ご意見の提出は日本語に限らせていただきます。 

・中間のまとめのどの部分についてのご意見か、該当箇所（ページ及び行）

がわかるように明記してください。 

・いただいたご意見の内容については、個人情報（氏名・住所）を除き公表

する場合があります。 

・電話によるご意見の受付はいたしません。また、ご意見に対する個別の回

答はいたしませんので、あらかじめご了承ください。 
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